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　　　　令和２年１０月 大分県商工観光労働部
【無断で財産を処分しないでください！】
１　補助事業で取得した施設や設備、あるいは修繕等で効用の増加した施設や設備を処分（取り壊し、廃棄、転用、貸し付け、譲渡、交換、担保に提供）する場合は、事前に知事の承認が必要となりますので、必ず、県の担当者に連絡し、相談してください。
　　施設や設備を処分し、収入を得た場合には、その収入に相当する額の全部又は一部を県に返還する必要があります。
  ※事前承認が必要なのは、取得価格、又は修繕等による効用の増加価格が５０万円の施設や設備と
なります。

【担保に提供する場合も事前に相談してください！】
２　補助事業で取得した施設や設備を担保に提供する場合も、事前に知事の承認が必要となりますので、必ず、県の担当者に連絡し、相談してください。
担保設定（資金調達）の理由によっては、承認できない場合もあります。

【補助事業者が変更になる場合も連絡してください！】
３　個人事業者が相続する場合、個人事業者が法人なりする場合は、施設や設備の譲渡が発生します。また、廃業する場合は、施設や設備を廃止することになります。いずれの場合も、県の担当者に連絡し、相談してください。

【不正な受給、虚偽の記載には補助金返還だけでなく加算金も！】

４　不正又は虚偽による補助金の受給や、報告書等への虚偽の記載は絶対に行ってはなりません。
補助金の受給後も調査を行い、不正受給や虚偽報告と認められる場合は、補助金の返還に加え、加算金の追加など、厳しい罰則措置が科せられます。
※　証拠書類（契約書、請求書、領収書等）は、事業を完了した年度の翌年度から５年間保存し
なければなりません。
なりわい再建支援補助金交付後の注意事項
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